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1-1 財政とは

⚫ 「財政」とは、資金をどこから調達し、どのような目的に振り向けるかといった視点
から捉えた場合の行政活動のことです。

⚫ 国、都道府県、市町村の３段階の公共団体で行政活動が営まれています。

・私たちが健康で豊かな生活を送るためには、国や県、市町村などに、学校教育や医療など、
さまざま「公共サービス」を提供してもらう必要があります。

・しかし、国などが公共サービスを提供するにはお金が必要です。そのためのお金を国民みんなが
出し合って（税金）、みんなの生活に役立つことに使っていく活動を「財政」といいます。

財務省『日本の財政を考えよう』では、次のように記載さています。

［地方財政のしくみ］

（注）①・②は2022年度、③～⑥は2023年度の金額
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1-2 財政とは（上田市の決算から）

⚫ 令和５年度の上田市一般会計歳出決算額は、769億3,383万円余です。

⚫ 市民1人あたりに換算すると50万6,137円となり、その内訳は次のようになります。

（令和４年度：48万637円）

［地方財政のしくみ］

広報うえだ令和６年11月号
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2-1 国・都道府県・市町村の役割①

総務省資料『地方財政の果たす役割』を加工して作成

分野 公共資本 教育 福祉 その他

国

・高速自動車道
・国道
・一級河川

・大学
・私学助成（大学）

・社会保険
・医師等免許
・医薬品許可免許

・防衛
・外交
・通貨

地
方

都
道
府
県

・国道（国管理以外）
・都道府県道
・一級河川（国管理以外）
・二級河川
・港湾
・公営住宅
・市外化区域、調整区域決定

・高等学校・特別支
援学校

・小・中学校教員の
給与・人事

・私学助成
（幼～高）
・公立大学

・生活保護
（町村の区域）
・児童福祉
・保健所

・警察
・職業訓練

市
町
村

・都市計画等
・市町村道
・準用河川
・港湾
・公営住宅
・下水道

・小・中学校
・幼稚園

・生活保護
・児童福祉
・国民健康保険
・介護保険
・上水道
・ごみ・し尿処理
・保健所
（特定の市）

・戸籍
・住民基本台帳
・消防

⚫ 国・都道府県・市町村は次のような役割分担のもと行政活動を行っています。

⚫ それぞれの行政活動を行うための「財源」が必要となります。

［地方財政のしくみ］
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2-2 国・都道府県・市町村の役割②

⚫ 行政活動に使うお金は、国：地方＝46：54 となっています。

⚫ 税金等の財源も国：地方＝46：54 となっているのでしょうか。

［地方財政のしくみ］

総務省資料『地方財政の果たす役割』
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3-1 国・地方間の税財源配分①

国の歳出
（純計ベース）

９４.３兆円
４５.８％

地方の歳出
（純計ベース）

１１１.６兆円
５４.２％

国民へのサービス還元
国と地方の歳出総額（純計）２０５.９兆円

地方交付税
国庫支出金 等

歳 出

６４ ： ３６

４６ ： ５４

⚫ 使うお金 ・・・国：地方＝46：54 と地方の割合の方が高くなっていますが、
⚫ 税収等の財源・・・国：地方＝64：36 は地方の割合の方が低くなっています。

このため、国から地方に財源の手当てが行われています。（地方交付税等）

国税（ ７７. ４兆円）
６４.０％

地方税（ ４３. ５兆円）
３６.０％

歳 入
国民の租税（総額 １２０.９兆円）

［地方財政のしくみ］

総務省資料を加工して作成

令和５年度
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［地方財政のしくみ］3-2 国・地方間の税財源配分②

総務省資料
（一部追記）

所得税、酒税、消費税
の一定割合、地方法人
税の全額が原資
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3-3 国・地方間の税財源配分③ ［地方財政のしくみ］

⚫ 全国の市町村で標準的な行政サービスを実施できるよう、地方財政計画に基づき、普通
交付税等による財源保障が行われています。

⚫ 市税収入等の不足分に対して、普通交付税等により補填される一方で、市税収入が基準
を上回ると普通交付税が交付されません。（不交付団体：東京都、軽井沢町など）

総務省資料 地方一般財源総額（地財計画ベース）の推移
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3-4 国・地方間の税財源配分④

⚫ 上田市の市税、地方譲与税等・普通交付税、臨時財政対策債の推移です。

［地方財政のしくみ］

市 税

臨時財政対策債

普通交付税

地方譲与税等

【上田市の状況】

※表示単位未満を四捨五入しているため、積み上げと合計が一致しない場合があります。
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3-5 国の予算（令和６年度当初予算）［地方財政のしくみ］

●歳出は、主に、①社会保障、②国債費、③地方交付税交付金等に使われており、これらで約３／４を占
めています。
●歳入は、税収等では歳出全体の約２/３しか賄えず、残りの１/３は公債金（借金）に依存しています。
●普通国債残高は、累増の一途をたどり、２０２４年度末には１，１０５兆円に上ると見込まれています。
●高齢化に伴い社会保障の費用は増え続け、多くは借金に頼っており、私たちの⼦や孫の世代に負担を先
送りしている状況です。

歳入総額
１１２．１兆円

歳入 歳出

行政サービスを税収等で賄えておらず、債務残高は増加
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一般会計 特別会計 企業会計

市の基礎的な行政サービスを行う
ための会計です。

・一般会計

特定の目的のための会計で、上田市に
は、以下の６つがあります。

・土地取得事業特別会計

・武石診療所事業特別会計

・国民健康保険特別会計

・後期高齢者医療事業特別会計

・介護保険特別会計

・駐車場事業特別会計

民間企業と同じように、事業で収益をあ
げて運営する会計で、上田市には、以下
の３つがあります。

・水道事業会計

・公共下水道事業会計

・農業集落排水事業会計

上田市の財政状況

■ここからは「上田市の財政状況」を説明します。
・歳入・歳出決算額の推移
・歳入・歳出決算額の内訳
・性質別決算額・義務的経費・扶助費の推移
・市債（借金）・基金（貯金）の状況
・財政指標から見る上田市の状況

・普通会計とは、地方財政を比較・分析するための統計上、統一的に用いられる仮想会計です。
・上田市には、一般会計、特別会計（6会計）、企業会計（3会計）の10会計がありますが、この
うち一般会計と土地取得事業特別会計、武石診療所事業特別会計を合わせたものが「普通会計」
になります。
※総務省のルールに基づき、３つの会計同士のお金のやり取りを調整した上で普通会計にしています。

・表示単位未満を四捨五入しているため、積み上げと合計が一致しない場合があります。

普通会計

■「普通会計」を中心に説明します。

［上田市の財政状況］
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歳入決算額

歳出決算額

4-1 歳入・歳出決算額の推移
⚫ 決算額は、各年度の大型建設事業などにより変動します。

⚫ 平成18年以降、概ね600億円～700億円台で推移しています。

⚫ 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症への対応等により過去最大となりました。

［上田市の財政状況］
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28%

17%

7%

20%

15%

6%
7%

歳入
795億1,066万円

4-2 歳入決算額（普通会計）

市税 224億1,505万円
固定資産税など市民の皆さ
んが市に納める税金

その他 139億8,771万円
諸収入、前年度繰越金、財
産収入など

譲与税・交付金 55億9,145万円
地方譲与税、地方消費税交付金など

地方交付税 156億5,323万円
行政サービスの水準を保つため市の財政
状況に応じて国から交付されるお金

市債 54億1,180万円
多額の費用を必要とする工事など
を行う際に借り入れるお金

国庫支出金 118億7,472万円
国から市へ、使い道を決めて
交付されるお金

県支出金 45億7,672万円
県から市へ、使い道を決めて
交付されるお金

⚫ 令和５年度の歳入決算額の約28％が市税です。

⚫ 全体の約46％が自主財源、残りの約54％は地方交付税や国庫支出金などから構成さ

れる依存財源です。

［上田市の財政状況］

令和５年度・普通会計
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4-3 市税の推移

個人市民税

固定資産税

軽自動車税

都市計画税等

市たばこ税

⚫ 市税の決算額は平成19年度に約231億円となりましたが、リーマンショックによる法

人市民税・個人市民税の落ち込みもあり、平成22年度には207億円まで減少しました。

⚫ 令和元年度にかけて税収が回復し、その後、新型コロナウイルス感染症による減収、

税の軽減措置による減収を経て、令和５年度は224億円まで回復しています。

法人市民税

［上田市の財政状況］
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12%
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総務費 71億1,977万円
～市の全般的な事務のために～

商工費 66億5,224万円
～商工観光の振興のために～

衛生費 53億6,781万円
～ごみ処理や健康づくりなどのために～

農林水産業費 28億4,242万円
～農業・林業の振興のために～

土木費 95億7,428万円
～道路や河川などの整備のために～

消防費 20億7,748万円
～救急・消防のために～

教育費 96億5,546万円
～⼦どもたちの教育などのために～

公債費 67億7,398万円
～借りたお金の返済のために～

災害復旧費 1億9,192万円
～被災施設の機能回復のために～

その他（議会費・労働費）
5億5,802万円

令和５年度・普通会計

（内訳）
・社会福祉費 92.5億円
・老人福祉費 54.5億円
・児童福祉費 96.9億円
・生活保護費 17.5億円

4-4 歳出・目的別決算額（普通会計）

⚫ 歳出の行政目的に着目して分類した目的別決算額は次のとおりです。

⚫ 全体の約34％を民生費が占めています。金額・割合ともに増加傾向にあります。

歳出
769億5,628万円

［上田市の財政状況］

民生費 261億4,290万円
～福祉や⼦育て事業のために～
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補助費 118億6,654万円
・広域連合負担金
・企業会計への補助金
・個人・団体への補助金 など

物件費 84億 128万円
委託費、賃借料、物品購入費など

15%

19%

9%

11%

15%

13%

8%

10%

4-5 歳出・性質別決算額（普通会計）

人件費 118億4,711万円
一般職の職員、特別職、議員、会計
年度任用職員の給与、報酬など

扶助費 147億4,757万円
福祉サービスや⼦育て支援などに
係る経費など

公債費 67億7,398万円
地方債の返済金

その他 74億3,997万円
維持補修費、積立金、貸付金

投資的経費 99億1,596万円
・道路整備・改良や学校施設
整備に係る経費

・災害復旧に係る経費

⚫ 歳出の経済的性質に着目して分類した性質別決算額は次のとおりです。

⚫ 全体の約43％は、支出の義務付けが強く削減が特に難しい「義務的経費」です。

※義務的経費・・・人件費・扶助費・公債費

［上田市の財政状況］

歳出
769億5,628万円

令和5年度・普通会計

繰出金 59億6,387万円
・国民健康保険事業特別会計
・介護保険事業特別会計
・後期高齢者医療事業特別会計

など
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4-6 性質別決算額の推移（普通会計）

人件費

扶助費

公債費

繰出金

その他

投資的経費

⚫ 義務的経費（人件費、扶助費、公債費）が増加傾向にあります。

⚫ 繰出金（介護保険事業特別会計繰出金など）も増加しています。

積立金、貸付金

維持補修費

※H21補助費には定額給付金給付事業21.6億円を含む。R2補助費には、特別定額給付金155.8億円を含む。

［上田市の財政状況］

義
務
的
経
費

補助費

物件費
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4-7 義務的経費の推移（普通会計）

⚫ 義務的経費全体で、20年間で60億円以上増（コロナ関連事業を除いて比較）

⚫ 特に扶助費が増加 ※令和２年度・３年度はコロナ関連事業の影響で大幅な増加

⚫ 人件費は会計年度任用職員制度の導入の影響などで増

⚫ 公債費は金利低下による利払いの減少もあり減少傾向 ※令和6年度予算現計68.3億円

扶助費

公債費

人件費

R3
・⼦育て世帯への臨時特別給付金事業22.6億円
・住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金12億円 を含む

［上田市の財政状況］

H22⼦ども手当による増
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4-8 人件費の推移（普通会計）

その他

委員等報酬
・行政委員
・会計年度任用職員

退職金

・給与水準は、人事院勧告などに基づき決定しています。

・令和２年度の会計年度任用職員制度導入により増加しています。

※R1年度まで：賃金：物件費 → R2年度から：会計年度任用職員報酬：人件費

［上田市の財政状況］

・常勤職員

・再任用職員

職員給
（給与・手当）

・議員報酬

・特別職給与

共済組合負担金

20
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4-9 扶助費の推移（普通会計）

その他

生活保護費

老人福祉費

社会福祉費

児童福祉費

21

・社会福祉費の障がい者自立支援給付費が大きく伸びています。

・令和6年度以降は、児童手当の増、民間保育所利用給付の増が見込まれます。

※R3児童福祉費には、⼦育て世帯への臨時特別給付金事業22.6億円を含む。
※R3社会福祉費には、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金12億円を含む。

［上田市の財政状況］

・児童手当

・児童扶養手当

・民間保育所利用給付

など

・自立支援給付費

・福祉医療給付費

など



ページ調整
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5-1 市債の状況

Q どうして市債を発行（借金）するのでしょうか。

A1 現在の市民と将来の市民の負担を公平にするためです。
公共施設は、現在の市民だけでなく将来の市民も利用するため、
市債を活用することで世代間で費用を平等に負担いただいています。

A2 毎年の財政負担を平準化するためです。
公共施設の整備には単年度に多額の費用がかかります。
（例：令和6年度 第五中学校改築事業 支出見込額 約22億円）
施設整備を行う年の収入だけで賄おうとすると、小中学校の管理、ごみの収集運搬、
道路整備など他の公共サービスの提供が困難になってしまうため、市債を発行して
います。
市債は10年から20年かけて返済しています。

23
広報うえだ令和４年６月号

［上田市の財政状況］



5-2 市債の状況

Q どのような事業のために市債が発行されているのでしょうか。
A 令和５年度は、市庁舎改修・改築や教育施設整備事業などのために発行しまし
た。

24

目 的 借入額 主な事業等

総 務 2億5,200万円
市庁舎改修・改築事業、丸子地域自治センター改修事業、武石地域総合セン
ター整備事業、上田文化会館昇降機改修事業、丸子文化会館トイレ改修事業

民 生 2,680万円 保育園長寿命化事業（さなだ保育園）、東塩田児童センタートイレ改修事業

衛 生 2,510万円 有機物リサイクル施設関連整備事業（既存建物解体工事）

農 林 3億9,390万円
農地保全対策事業、県営農村地域防災減災事業、緊急自然災害防止対策事業、
緊急浚渫推進事業

商 工 4,770万円 菅平高原国際リゾートセンター改修事業、古城庵改修事業

土 木 12億3,110万円
交通安全施設整備事業、インフラ長寿命化修繕事業、緊急自然災害防止対策
事業、街路整備事業、公園長寿命化事業、地域鉄道整備事業、市営住宅改修

消 防 3,230万円 消防団車両購入事業、耐震性貯水槽整備事業、防災センター空調整備事業

教 育 25億7,330万円
小中学校トイレ改修事業、給食受入室整備事業、第五中学校改築事業、第二
学校給食センター改築事業、古戦場公園テニスコート整備事業

辺 地 2億2,190万円
市道新設改良事業、武石地域観光施設整備事業（武石番所ヶ原スキー場、道
の駅美ヶ原高原駐車場整備、巣栗渓谷整備）

過 疎 1億7,030万円
武石地域総合センター整備事業、武石番所ヶ原スキー場整備事業、うつくし
の湯整備事業、除雪ドーザ整備事業

災害復旧 1億 430万円 農林水産業施設、公共土木施設、観光施設災害復旧事業

臨時財政対策債 3億3,310万円 地方交付税の代替財源として発行する市債（金額は全国統一基準で決定）

総計 54億1,180万円

令和５年度の市債発行額（普通会計）

［上田市の財政状況］
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5-3 市債発行額と公債費の推移

⚫ 市債発行額は、臨時財政対策債の発行額により大きく変動しています。

⚫ 公債費は、金利低下の影響で近年は減少傾向でしたが、５年度から上昇に転じていま

す。

サントミューゼ建設

・災害復旧事業
・本庁舎整備等

公債費

（災害復旧事業
債を含む）

［上田市の財政状況］

臨時財政
対策債

建設
事業債

・市債発行額（棒グラフ）［普通会計］

・公債費（折れ線グラフ）［普通会計］

・第二学校給食センター
・第五中学校改築

25



5-4 公債費の推移（普通会計）

⚫ 金利低下に伴い利⼦償還金が減少し、公債費全体も減少しました。

⚫ 市債残高に占める金利1.5％以下の市債の割合（H18年度末：31.0％→R5年度末：98.7％）

26
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［上田市の財政状況］

金利低下ただし、R5から
金利上昇

財政融資資金貸付金利の推移
（借入期間10年 固定金利）
・R5.4月：0.2％
・R6.4月：0.8 ％
・R7.4月：1.4 ％



816 804 781 
723 

673 
635 

592 
552 530 505 481 

438 429 428 411 392 
359 

325 321 
372 365 358 369 

8 25 60 

84 

103 
116 

127 
135 149 179 200 

223 248 267 283 291 
299 

304 303 

299 301 
283 260 

824 829 842 
807 

776 
752 

720 
687 679 684 681 

661 
677 

695 694 684 
658 

629 624 

671 666 
640 628 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5

（億円）

5-5 市債残高の推移（普通会計）

⚫ 市債残高は平成20年度にかけ減少し、その後600億円台で推移してます。

⚫ 建設事業債の残高が増えると、その後の財政負担が大きくなります。

臨時財政
対策債

建設
事業債

（災害復旧事業
債を含む）

県内18市と比較（次ページ）

［上田市の財政状況］
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5-6 市債残高の状況・県内19市比較

市債残高（令和５年度末） 市民1人あたりの市債残高（令和５年度末）

［上田市の財政状況］

19市
単純平均

R6.1.1人口に基づき算出
（万円）
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6-1 基金の状況（普通会計）

基金残高の推移

財政調整基金

減債基金

その他
特定目的基金

※定額運用基金
を含まない。

・地域振興事業基金

・公共施設整備基金

・ふるさと上田応援基金

など

・財政調整基金：経済事情の著しい変動等による予期しない収入減や災害等の発生による不時の支出増加に備える目的の基金
・減債基金 ：地方債の償還を計画的に行う目的で積み立てる基金
・特定目的基金：公共施設の整備のための基金など特定の目的のために財産を維持し資金を積み立てる基金
・定額運用基金：公共用地などの土地取得や美術品の取得など特定の目的のために定額の資金を運用する基金

県内18市と比較（次ページ）

［上田市の財政状況］
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6-2 基金残高の状況・県内19市比較

基金残高（令和５年度末） 市民1人あたりの基金残高（令和５年度末）

R6.1.1人口に基づき算出

［上田市の財政状況］

19市
単純平均

（万円）
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7-1 財政健全化法に基づく財政指標

指標 説明 上田市
早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率 一般会計等の実質赤字額が標準財政規模に占める割合 - 11.43 20.00 

連結実質赤字比率 全会計ベースの実質赤字額が標準財政規模に占める割合 - 16.43 30.00 

実質公債費比率

一般会計等の公債費に加えて、公営企業の元利償還金への一般会計
からの繰出しや一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対
する負担金・補助金などの「準元利償還金」を含む公債費相当額に
係る一般財源等が標準財政規模に占める割合

5.3 25.0 35.0 

将来負担比率

標準財政規模に対する将来負担すべき実質的な負債（債務）の割合。
財政指標の中で、算定の対象となる範囲が最も広く、普通会計の地
方債残高など確定している債務ほか、退職金引当額など予定される
債務、地方公社や第三セクターに係る債務補償など偶発的な債務ま
でも含まれる。

19.4 350.0 

令和５年度決算に基づく健全化判断比率

【用語解説】
・標準財政規模 地方公共団体の一般財源の標準規模を示したものです。

標準財政規模＝標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額
・準元利償還金 「公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰入金」、「一部事務組合等が起こした

地方債の元利償還金に対する負担金」などの公債費に準ずると考えられるものを指します。

⚫ 自治体の財政健全化の指標として、公債費負担の実情を反映する「実質公債費比率」

や将来負担すべき実質的な負債を表す「将来負担比率」があります。

⚫ いずれも財政再生基準や早期健全化基準を大きく下回っており、財政の健全性が維持

されています。

［上田市の財政状況］
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7-2 財政健全化法に基づく財政指標

総務省 「地方財政白書」を加工し作成

健全化判断比率等の対象範囲

将
来
負
担
比
率

実
質
公
債
費
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
赤
字
比
率

［上田市の財政状況］
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7-3 財政指標（実質公債費比率）

⚫ 市債を活用した大型事業には、交付税措置（元利償還金の国からの支援）の有利な

事業債を活用しています。

⚫ 元利償還金、準元利償還金（企業債償還のための繰出金）の減少などにより平成26年度

にかけて低下し、その以後は、5％前後で推移しています。

25％以上
早期健全化基準

18％以上
起債に要許可

上田市

実質公債費比率

25

［上田市の財政状況］
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7-4 財政指標 ・県内19市比較

実質公債費比率（令和５年度）

25

［上田市の財政状況］

18％以上
起債に要許可

25％以上
早期健全化基準

18
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7-5 財政指標（将来負担比率）

上田市

⚫ 市債を活用した大型事業には、交付税措置（元利償還金の国からの支援）の有利な

事業債を活用しています。

⚫ 基金の積み増し、土地開発公社長期保有地の売却などを進めた結果、指数は減少し

ています。

将来負担比率

［上田市の財政状況］
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［上田市の財政状況］
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8-1 財政運営上の課題

①人口減少・・・生産年齢人口の減少、市税収入の減少の懸念

②高齢化の進展による社会保障費（繰出金等）の増加

③義務的経費（人件費・扶助費・公債費）の増加

④公共施設の老朽化による修繕費・改修費の増加

⑤物価高騰、公共工事の週休2日などによる工事費等の増加

⚫ 地方財政を取り巻く状況として次の５点を挙げました。

⚫ 必要な行政サービスを継続するためにも、これらに対応していく必要があります。

地方財政を取り巻く状況

［財政運営上の課題］
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8-2 人口減少

第三次上田市総合計画（案）中間報告資料に追記

［財政運営上の課題］

・老年人口は増
・年少人口と

生産年齢人口
が減少

△34,526人
△32.4ポイント

△32,939人
△21.4ポイント
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⚫ 高齢化の進展に合わせて、介護保険事業特別会計繰出金等が増加しています。

⚫ 総人口は減少しますが、高齢者人口は今後も増加する見込み（特に75歳以上人口）

8-3 高齢化の進展 高齢者に係る社会保障費の推移

高齢者に係る社会保障費の推移

長野県後期高齢者医療広域連合負担金

介護保険事業特別会計繰出金

65歳以上人口

75歳以上人口

H20 R5

15.1億円増（1.6倍）

1.28倍 R 5.4月
26,562人

H20.4月
20,700人

R 5.4月
47,500人

H20.4月
39,599人

1.20倍

［財政運営上の課題］

40



8-4 公共施設の老朽化

上田市公共施設マネジメント基本方針(R4.11一部改訂）

⚫ 上田市公共施設マネジメント基本方針（R4.11改訂）では、今後の公共施設の更新・
改修に係る将来費用の推計を示しています。

⚫ 建築物の40 年間の更新費用は、1 年当たり平均 約72.6 億円と試算し、建築物に係
る投資的経費※の年平均、約49.7 億円の約1.5 倍もの予算が必要としています。
※平成21 年度から平成25 年度までの5 年間の建築物に係る上田地域広域連合分を含む投資的経費

⚫ 公共施設の維持費等は「第４の義務的経費」とも言われています。

［財政運営上の課題］
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8-5 物価の高騰

⚫ エネルギー価格の上昇により公共施設の管理費が急激に上昇しています。

⚫ 委託経費や物品購入費をはじめとする物件費も上昇しています。

⚫ 建設工事費が高騰（資材価格、労務費の上昇）しています。

⚫ 上田地域広域連合負担金、公共施設の指定管理料も増加しています。

燃料費・光熱水費の推移（普通会計）

光熱水費

燃料費

約1.3倍
＋2.2億円

H22～Ｒ3
平均値
7.7億円

今後も高い水準が続く見込み

［財政運営上の課題］
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9 財政運営上の課題への対応

① 将来負担の軽減に向けた取組（公債費の縮減）
・特定財源の確保、基金の活用等により可能な限り新規発行額を抑制し、将来の公債費負担
の縮減に努める。

② 公共施設マネジメント基本方針に沿った施設の更新、維持管理
・上田市公共施設マネジメント基本方針に基づく計画的かつ適切な施設の維持管理
・施設の目的や意義を踏まえ、統廃合の検討を進め、維持管理経費の縮減に努める。

③ 歳入の確保
・国・県・外郭団体などの補助制度を積極的な活用
・使用料・手数料の見直し
・ふるさと寄附制度、企業版ふるさと寄附制度等の積極的な活用

④ 経常的経費の抑制と既存事業の削減
・市民目線に立ち、事業の必要性、緊急性等を徹底検討し、既存事業の見直しを行う。

⑤ 市有財産等の有効活用の促進
・未利用財産(土地・建物)の総量の処分、利活用の促進
・ネーミングライツや各種広告の導入検討

⑥ 基金の活用
・設置目的が類似している基金の統合や新たな寄附金の募集などにより、元本の増額を図り
効果的な運用へ改善

・基金の有効的な活用

⚫ 財政運営上の課題に対応するため、歳入確保策、歳出抑制対策などを講じて、持続
可能な財政運営に努めていきます。

課題への対応策

［財政運営上の課題］
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